
最後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

2023年12月20日

1

日本株スポット資料

新NISAが始まる～2024年も好配当株に注目

岡三証券 投資情報部
マーケット情報グループ
シニアストラテジスト 内山大輔

新NISA制度がスタート！強気ケースなら日本株市場のサポート要因になる公算
2024年1月から新NISA制度が始まる（図表1）。現行制度と比較した主な変更点は、①

年間投資枠が大幅に拡大される、②非課税保有期間が無期限化される、③年間投資枠の再
利用が可能になる、の3点と考えられる。現行NISAは利便性が低いとの評価もあったた
め、制度改正を契機に個人投資家の日本株売買が活発化していくことが期待される。

新NISA制度が及ぼす日本株への影響を検証すると、2024年から2028年末までの5年累
計では、基本ケースで約3兆円（年平均の流入額は単純計算で約0.6兆円）のネットの資金
流入が見込まれる計算となった（図表4）。基本ケースでは、日本株市場を力強く牽引す
るほどのインパクトは出ないと考えられるが、強気ケースが実現した場合、新NISAが一
定のサポート要因になる可能性はありそうだ。

一般NISAでは配当利回りが高い銘柄が選好された。そのため、新NISAでも好配当利回
り銘柄が選好されやすいと考えられる。好配当で株主優待がある主力銘柄や投資活発化が
期待されるご当地銘柄などに注目したい。
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図表1. 2024年1月から新NISAが始まる
新NISA制度の概要

出所：金融庁 作成：岡三証券

NISA種類
つみたてNISA

（2018年1月創設）

一般NISA
（2014年1月創設）

つみたて投資枠 成長投資枠

年間投資枠 40万円 120万円 120万円 240万円

非課税保有期間 20年 5年

非課税保有限度額 800万円 600万円

NISA枠の利用

投資枠の再利用

投資対象商品

長期の積立・分散投
資に適した一定の投
資信託（金融庁の基
準を満たすもの）

上場株式
・投資信託等

長期の積立・分散
投資に適した一定
の投資信託（金融
庁の基準を満たす

もの）

上場株式
・投資信託等

年間投資枠の再利用が不可能
年間投資枠の再利用が可能
（簿価残高方式で管理）

つみたてと一般NISAをどちらか選択する

現行制度 新制度

二つの枠を併用可能

総枠1,800万円

（うち、成長投資枠が1,200万円）

無期限化

2023年12月20日

Point

 2024年1月から現行制度を拡充した新NISAが始まる
 基本ケースで日本株には5年累計で約3兆円の資金流入の可能性
 日本株投資熱が高まる強気シナリオでは同約6兆円の資金流入となる可能性
 最低投資金額が50万円未満、好配当、株主優待がある銘柄に注目
 新NISAで投資活発化が期待されるご当地銘柄にも注目
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基本ケース：向こう5年で日本株に約3兆円が資金流入の可能性
2014年から始まったNISA制度での各種データを図表2、3にまとめた。2014年

～2022年までの年間平均口座増加数は約122万件だった。また、年間買付総額を
総口座数で除算した、口座当たり買付額は同平均で約27万円、そのうち上場株
式ウェートは同4割を占めた。当然、NISA口座では買付だけでなく売却もある。
例えば、2022年は約4.5兆円の買付に対して、約2.7兆円の売却があり、ネットで
は約1.7兆円の買い越しとなった。ネットの買い越し額が買付総額に占める割合
を買い越し比率とすると、2014年～2022年までの平均は44％となった。

2023年6月末時点のNISA口座数は約1,941万口座だった。23年末時点の同口座
数を1,950万口座とし、2024年1月から始まる新NISAの下で、年間口座増加数
（122万件）、口座当たり買付額（約27万円）、上場株式ウェート（40％）、買
い越し比率（44％）が22年実績と同じ状態で続いた場合を基本ケースとして、
図表4でシミュレーションした。口座稼働率が50％の前提で、NISA口座での買付
総額は5年累計で約16兆円となり、うち日本株の買付額は約6兆円、ネットでは
約3兆円の資金流入が見込まれる計算となった。単純計算では年間0.6兆円のネッ
トインフローであり、基本ケースのような流れを辿る場合は、日本株市場を大き
く変動させるようなインパクトになるとは考えられない。

図表2. 2014年～2022年での年間平均口座増加数は約122万件
NISA口座数の推移
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出所：金融庁 作成：岡三証券 ※2018年以降は一般NISAとつみたてNISAの合計数値
※各年月末時点、2023年は6月末時点

図表3. 口座あたり買付額は過去平均で約27万円、うち上場株式は4割程度
NISA一口座当たり商品別買付金額

出所：金融庁 作成：岡三証券 ※2018年以降は一般NISAとつみたてNISAの合計数値

出所：金融庁 作成：岡三証券 ※2023年末時点の口座数を1,950万口座と仮定
※年間口座増加数が122万件、口座稼働率が50％、口座当たり買付額が27万円、上場株式ウェートが
40％、買い越し比率が44％でシミュレーション ※上場株式は100％日本株と仮定した

NISA口座数

（万口座）

NISA買付額合計

（兆円）

うち日本株
（兆円）

日本株ネット買付額
（兆円）

24年末 2,072 2.8 1.1 0.5
25年末 2,194 3.0 1.2 0.5
26年末 2,316 3.1 1.3 0.6
27年末 2,438 3.3 1.3 0.6
28年末 2,560 3.5 1.4 0.6

5年累計 15.6 6.3 2.8

図表4. 基本ケースでは5年累計で日本株に約3兆円のネットインフローか
過去平均ペースで5年進んだ場合のシミュレーション
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2014年～22年の口座当たり平均買付額は約27万円

うち、上場株式の平均割合は約4割
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図表5. 本邦個人投資家のリスク許容度は上昇傾向
元本割れを起こす可能性があるが、収益性の高いと見込まれる金融商品の
保有に対する回答

出所：金融広報中央委員会 2022年12月21日「家計の金融行動に関する世論調査2022年」
作成：岡三証券 ※調査時期と対象：2022年6月24日（金）～ 7月6日（水）、全国 5,000世帯

出所：日本証券業協会（JSDA） 「個人株主の動向について」 作成：岡三証券
※個人株主数は年度末時点、総人口は各年10月1日時点（総務省統計局「人口推計」）

強気ケース：向こう5年で日本株に約9兆円が資金流入の可能性
ただし、新NISAをきっかけに個人投資家の投資熱が一段と高まる「強気シナ

リオ」を検証する価値はあるだろう。例えば、金融広報中央委員会の調査では、
本邦個人投資家のリスク許容度はここ数年で上昇している（図表5）。また、日
本証券業協会の2023年調査では、特に20歳以上40歳未満の層の株式保有比率が
上昇傾向にあることが確認できる（図表6）。従来のNISA口座の推移をみても、
投資未経験者が占める割合は上昇傾向で、個人投資家の裾野は依然よりも格段に
広がってきていると考えられる。

2023年の日本株市場は東証による、いわゆる「PBR改革」が企業、投資家双
方に浸透したことや、バフェット効果などもあって日経平均株価が大幅上昇し、
メディアでも注目された。2024年はこうした材料がより強化される中で、個人
投資家が日本株市場を牽引する流れもあり得る。図表4で示したシミュレーショ
ンのうち、年間口座増加数と口座当たり買付額を2倍にし、口座稼働率を70％に
したものを強気ケースとして試算した。NISA口座での買付総額は5年累計で約51
兆円となり、うち日本株の買付額は約20兆円、ネットでは約9兆円の資金流入が
見込まれる計算となった（図表7）。単純計算では年間で約1.8兆円のネットイン
フローとなり、需給面で一定の支えになると考えられる。

出所：金融庁 作成：岡三証券 ※2023年末時点の口座数を1,950万口座と仮定
※年間口座増加数が244万件、口座稼働率が70％、口座当たり買付額が54万円、上場株式ウェートが
40％、買い越し比率が44％でシミュレーション ※上場株式は100％日本株と仮定した

NISA口座数

（万口座）

NISA買付額合計

（兆円）

うち日本株
（兆円）

日本株ネット買付額
（兆円）

24年末 2,194 8.3 3.3 1.5
25年末 2,438 9.2 3.7 1.6
26年末 2,682 10.1 4.1 1.8
27年末 2,926 11.1 4.4 1.9
28年末 3,170 12.0 4.8 2.1

5年累計 50.7 20.3 8.9

図表6. 若年層の株式保有比率は増加傾向にある
年代別の株式保有比率（個人株主数÷年齢別総人口）

図表7. 強気ケースでは5年累計で日本株に約9兆円のネットインフローか
過去平均の2倍ペース＆稼働率上昇で5年進んだ場合のシミュレーション
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出所：日本証券業協会（JSDA）「個人投資家の証券投資に関する意識調査」 2023年10月18日
作成：岡三証券 ※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある
※nはアンケート調査人数

出所：日本証券業協会（JSDA）「NISAの抜本的な拡充に関する論点」より抜粋
１．2014～2018年は主要証券会社９社、2018～2021年は主要証券会社10社のデータを使用して作成
２．買付額は各社各年のランキング上位10銘柄ベースの合計額で、億円未満を切り捨て
３．配当利回りは会社四季報2022年４集秋号掲載の数値。東証プライム上場銘柄の平均は2022年9月中における単純平均利回り
※日本たばこ産業の株主優待は2023年の株主優待商品の発送を持って終了

前頁での考察はあくまでシミュレーションであるため、大きく変動する可能
性はある。ただし、日銀資金循環統計（2023年6月末）によれば、家計金融資産
のうち53％は現金・預金で、 その金額は1,117兆円となっている（図表8）。僅
か1％が株式市場に流入するだけでも相当のインパクトになる計算だ。個人投資
家が主体となって日本株市場が新たな次元に向かう可能性は留意しておきたい。

好配当利回りの主力銘柄やご当地銘柄などに注目

図表9のとおり、一般NISAでは主力株を中心に配当利回りが高い銘柄が選好さ
れたことが窺える。日本証券業協会が10月に公表した調査でも、個人投資家の
株式投資方針は長期投資や配当を重視していることが確認できる（図表10）。
制度設計も踏まえると、新NISA制度の下でも配当利回りは個人投資家が銘柄選
択を行う際の重要な判断材料になると推察される。図表11では、時価総額2,000
億円以上、最低投資金額が50万円未満、予想配当利回りが3％以上、株主優待あ
りの主な銘柄をまとめた。

新NISAをきっかけに初めて投資を行う人も多いと予想される。長期的な地域
貢献などの観点から、生まれ故郷やゆかりある土地で活躍する「地元企業」への
投資が活発化することも期待できよう。図表12では、時価総額300億円以上、最
低投資金額が50万円未満、予想配当利回りが2％以上の主な銘柄をまとめた。新
たな資金フローが期待される2024年の銘柄候補として期待したい。

図表8.家計の現金・預金の1％が動いただけで大きなインパクト
家計の金融資産（日銀統計）

図表10.個人投資家は長期保有、値上がり益、配当などに関心
証券の保有状況と投資に対する考え方（アンケート調査）

図表9. 一般NISAでは配当利回りが高い銘柄が選好された
一般NISAでの買付額上位銘柄（合計、2014～2021年）

出所：日本銀行調査統計局「2023年第2四半期の資金循環」 作成：岡三証券
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図表11. 新NISA制度始動で注目したい主な好配当利回り株
プライム上場、時価総額2,000億円以上、最低投資金額が50万円未満、予想配当利回りが3％以上、株主優待ありの主な銘柄

出所：QUICK 作成：岡三証券 ※データは2023年12月15日時点
スクリーニング条件は①東証プライム上場で時価総額2,000億円以上、②最低投資金額が50万円未満、③予想配当利回りが3％以上、④株主優待ありの銘柄
*最低投資金額は株価×100で計算。手数料などは加味していない
※優待実施や内容は変更される可能性がある
※ヤマハ発動機（7272）は2023年12月31日（権利付き最終売買日は12月27日）を基準日として、1株につき3株の割合で分割予定

コード 銘柄
株価
（円）

最低投資金額*
（万円）

時価総額
（億円）

予想
配当利回り

株主優待 注記

1925 大和ハウス工業 4,227 42.3 27,871 3.31% 株主優待券

2127 日本Ｍ＆Ａセンターホールディングス 748.1 7.5 2,521 3.07% 新潟県魚沼産コシヒカリ5kg 1年以上保有

2296 伊藤ハム米久ホールディングス 3,765 37.7 2,164 3.20% 5,000円相当の自社グループ製品 200株以上

2503 キリンホールディングス 2,083.0 20.8 19,039 3.31% 自社グループ会社商品等

3003 ヒューリック 1,493.0 14.9 11,465 3.21% 3,000円相当の商品など 300株以上

3289 東急不動産ホールディングス 923.6 9.2 6,648 3.03% 宿泊優待券など

3861 王子ホールディングス 522.7 5.2 5,302 3.06% 自社グループ製品カタログギフトなど 1,000株以上、半年以上継続保有

4927 ポーラ・オルビスホールディングス 1,588.0 15.9 3,639 3.27% グループ商品等と交換可能な株主優待ポイント

5019 出光興産 3,849 38.5 11,465 4.15% 「キッザニア東京・甲子園・福岡」入場券など 抽選

5411 ＪＦＥホールディングス 2,139.0 21.4 13,678 4.67% 自社グループ工場見学招待 抽選

7182 ゆうちょ銀行 1,443.0 14.4 52,202 3.46% 3,000円相当のオリジナルカタログギフト 500株以上

7186 コンコルディア・フィナンシャル・グループ 671.5 6.7 7,908 3.27% 定期預金への上乗せ金利など 500株以上、1年以上保有

7267 本田技研工業 1,424.0 14.2 77,384 4.07% 自社イベントなどへの招待 1年以上保有株主

7272 ヤマハ発動機 3,764 37.6 13,182 3.85% 商品などと交換可能なポイント付与

8282 ケーズホールディングス 1,307.0 13.1 2,614 3.36% 株主優待券

8354 ふくおかフィナンシャルグループ 3,286 32.9 6,281 3.49% 株主優待券 200株以上、1年以上保有

9076 セイノーホールディングス 2,058.0 20.6 3,862 4.61% お買い物優待券

9101 日本郵船 3,911 39.1 19,953 3.32% 「飛鳥クルーズ」割引優待券

9104 商船三井 4,196 42.0 15,194 4.52% 「にっぽん丸」などクルーズ割引優待券

9433 ＫＤＤＩ 4,448 44.5 102,425 3.14% カタログギフト
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図表12. 新NISA制度始動で注目したい主なご当地銘柄
時価総額300億円以上、最低投資金額が50万円未満、予想配当利回りが2％以上の主な銘柄

出所：QUICK 作成：岡三証券 ※データは2023年12月15日時点
スクリーニング条件は①東証プライム上場で時価総額300億円以上、②最低投資金額が50万円未満、③予想配当利回りが2％以上、④過去250日の売買代金平均が1億円以上の銘柄
*最低投資金額は株価×100で計算。手数料などは加味していない
※優待実施や内容は変更される可能性がある
※ヤマハ発動機（7272）は2023年12月31日（権利付き最終売買日は12月27日）を基準日として、1株につき3株の割合で分割予定

本社所在地 コード 銘柄 概要 株価
最低投資金額*
（万円）

時価総額
（億円）

予想
配当利回り

株主優待

北海道 9948 アークス 北海道、青森、岩手でトップの食品スーパーグループ 2,720 27 1,568 2.13% あり

福島 8281 ゼビオホールディングス 全国900店以上の店舗を持つスポーツ用品専門店の業界大手 947 9 454 3.16% あり

石川 6737 ＥＩＺＯ EIZO（エイゾー）ブランドで主にPC用のモニターを展開する 4,785 48 1,052 4.17% あり

茨城 3191 ジョイフル本田 関東1都5県で5万平方mの超大型店を展開するホームセンター大手 1,825 18 1,252 2.73% あり

埼玉 9997 ベルーナ 婦人服主体のカタログ通販大手 597 6 581 3.43% あり

神奈川 6113 アマダ 金属加工機械の総合メーカーで世界首位級。板金加工機は国内シェア6割 1,477.0 15 5,304 3.85% なし

新潟 8255 アクシアル　リテイリング 新潟地盤のスーパー原信とナルス、群馬のフレッセイが統合 4,015 40 939 2.11% あり

千葉 3092 ＺＯＺＯ 衣料通販サイト「ZOZOTOWN」を運営する 3,109 31 9,342 3.15% なし

愛知 5334 日本特殊陶業 自動車部品企業。スパークプラグ、酸素センサで世界シェアトップ 3,319 33 6,777 4.82% なし

岐阜 7380 十六フィナンシャルグループ 岐阜県の十六銀行が中核。資金量は県内首位 3,745 37 1,420 3.73% あり

静岡 7272 ヤマハ発動機 世界有数の二輪車メーカー。船外機で世界トップシェアを誇る 3,764 38 13,182 3.85% あり

三重 8368 百五銀行 三重地盤の地銀大手。預金・貸出金残高における三重県内シェアはトップ 545 5 1,385 2.75% あり

兵庫 9364 上組 港湾運送大手。6大港の取り扱いは業界トップクラス 3,322 33 3,723 2.70% なし

京都 3591 ワコールホールディングス 婦人下着首位。百貨店・量販店向け卸が軸 3,364 34 2,052 2.97% あり

大阪 7516 コーナン商事 ホームセンター大手。M&Aで首都圏へ本格進出 3,825 38 1,327 2.48% あり

山口 8418 山口フィナンシャルグループ 傘下に山口銀、もみじ銀、北九州銀を持つ金融コングロマリット 1,299.0 13 3,050 3.31% あり

広島 7261 マツダ 自動車メーカー。低燃費で動力性能高いエンジンが強み 1,509.0 15 9,534 3.31% なし

香川 9507 四国電力 発電所は瀬戸内側に立地集中、原子力と石炭火力の比率大 1,018.5 10 2,114 2.94% なし

愛媛 5830 いよぎんホールディングス 伊予銀行を中核会社として22年10月発足。傘下に保証会社やカード会社 929.0 9 2,912 2.15% あり

福岡 9142 九州旅客鉄道 運輸サービスなどを展開。クルーズトレイン「ななつ星in九州」が人気 3,161 32 4,972 2.94% あり

熊本 7180 九州フィナンシャルグループ 肥後銀行と鹿児島銀行が経営統合。総資産は地銀8位 793.3 8 3,676 2.26% なし
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重要な注意事項

免責事項

・本レポートは、投資判断の参考となる情報提供のみを目的として作成されたものであり、個々の投資家の特定の投資目的、または要望を考慮しているものではありません。
また、本レポート中の記載内容、数値、図表等は、本レポート作成時点のものであり、事前の連絡なしに変更される場合があります。なお、本レポートに記載されたいかなる
内容も、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。投資に関する最終決定は投資家ご自身の判断と責任でなされるようお願いします。

・本レポートは、岡三証券が信頼できると判断した情報源からの情報に基づいて作成されたものですが、その情報の正確性、安全性を保証するものではありません。企業が過
去の業績を訂正する等により、過去に言及した数値等を修正することがありますが、岡三証券がその責を負うものではありません。

・岡三証券及びその関係会社、役職員が、本レポートに記されている有価証券について、自己売買または委託売買取引を行う場合があります。岡三証券の大量保有報告書の
提出状況については、岡三証券のホームページ(https://www.okasan.co.jp/)をご参照ください。

地域別の開示事項
【日本】

○金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なります。金融商品取引のご契約にあたっては、あらかじめ当該契約の「
契約締結前交付書面」（もしくは目論見書及びその補完書面）または「上場有価証券等書面」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜有価証券や金銭のお預かりについて＞
株式、優先出資証券等を当社の口座へお預かりする場合は、口座管理料をいただきません。外国証券（円建て債券および国内の金融商品取引所に上場されている海外ETF

を除きます。）をお預かりする場合には、1年間に3,300円（税込み）の口座管理料をいただきます。ただし、電子交付サービスを契約している場合には、口座管理料は1年間に
2,640円（税込み）とします。なお、当社が定める条件を満たした場合は外国証券の口座管理料を無料といたします。上記以外の有価証券や金銭のお預かりについては料金を
いただきません。証券保管振替機構を通じて他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振替する数量に応じて、1銘柄あたり6,600円（税込み）を上限として口座振替手続料
をいただきます。
お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜株式＞
・株式（株式・ETF・J-REITなど）の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手
数料をいただきます。ただし、株式累積投資は一律1.265％（税込み）の売買手数料となります。国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいた
だきます。

・外国株式の海外委託取引には、約定代金に対し、最大1.518%（税込み）の売買手数料をいただきます。外国株式の国内店頭（仕切り）取引では、お客様の購入および売却の
単価を当社が提示します。この場合、約定代金に対し、別途の手数料および諸費用はかかりません。

※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課その他の賦課金が発生します（外国取引に係る現地諸費用の額は、その時

々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできません）。外国株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価
のみをお支払いいただきます。

・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動によって損失が生じるおそれがあります。
・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、株価が変動することによって損失が生じるおそれがあります。
・また、外国株式については、為替相場の変動によって、売却後に円換算した場合の額が下落することによって損失が生じるおそれがあります。
・REITは、運用する不動産の価格や収益力の変動、発行者である投資法人の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により価格や分配金が変動 し、
損失が生じるおそれがあります。

＜債券＞
・債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。
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・債券は、金利水準、株式相場、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による債券価格の変動によって損失が生じるおそれがあります。

・債券は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、債券価格が変動することによって損失が発生するおそれがあり、ま
た、元本や利子の支払いの停滞もしくは支払い不能の発生または特約による元本の削減等のおそれがあります。

・金融機関が発行する債券は、信用状況の悪化により本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、債権順位に従って元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能
性があります。ただし、適用される制度は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。

＜個人向け国債＞

・個人向け国債を募集により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。個人向け国債を中途換金する際は、次の計算によって算出される中途換金調整
額が、売却される額面金額に経過利子を加えた金額より差し引かれます（直前2回分の各利子（税引前）相当額×0.79685）。

・個人向け国債は、安全性の高い金融商品でありますが、発行体である日本国政府の信用状況の悪化等により、元本や利子の支払いが滞ったり、支払い不能が生じるおそ
れがあります。

＜転換社債型新株予約権付社債（転換社債）＞
国内市場上場転換社債の売買取引には、約定代金に対し、最大1.10%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料をいただきます。

転換社債を募集等によりご購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。転換社債は転換もしくは新株予約権の行使対象株式の価格下落や金利変動等に
よる転換社債価格の下落により損失が生じるおそれがあります。また、外貨建て転換社債は、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

＜投資信託＞
・投資信託のお申込みにあたっては、銘柄ごとに設定された費用をご負担いただきます。

お申込時に直接ご負担いただく費用：お申込手数料（お申込金額に対して最大3.85％（税込み））
保有期間中に間接的にご負担いただく費用：信託報酬（信託財産の純資産総額に対して最大年率2.254％（税込み））
換金時に直接ご負担いただく費用：信託財産留保金（換金時に適用される基準価額に対して最大0.5％）

その他の費用：監査報酬、有価証券等の売買にかかる手数料、資産を外国で保管する場合の費用等が必要となり、商品ごとに費用は異なります。お客様にご負担いただ
く 費用の総額は、投資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、記載することができません（外国投資信託の場合も同様です）。

・投資信託は、国内外の株式や債券等の金融商品に投資する商品ですので、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による、対象組入れ有価証
券の価格の変動によって基準価額が下落することにより、損失が生じるおそれがあります。

・投資信託は、組入れた有価証券の発行者(或いは、受益証券に対する保証が付いている場合はその保証会社)の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の
変化等による、対象組入れ有価証券の価格の変動によって基準価額が変動することにより、損失が生じるおそれがあります。

・上記記載の手数料等の費用の最大値は、今後変更される場合があります。

＜信用取引＞
信用取引には、約定代金に対し、最大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいただ

きます。また、買付けの場合、買付代金に対する金利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただきます。委託保証金は、売買代金の30％以上で、
かつ300万円以上の額が必要です。信用取引では、委託保証金の約3.3倍までのお取引を行うことができるため、株価の変動により委託保証金の額を上回る損失が生じるお
それがあります。

○自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことがあります。
○2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が課税されます。
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岡三証券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

一般社団法人日本暗号資産取引業協会

【日本以外の地域における本レポートの配布】

本レポートは、参照情報の提供のみを目的としており、投資勧誘を目的としたものではありません。本レポートの受領者は、自身の投資リスクを考慮し、各国の法令、規則及
びルール等の適用を受ける可能性があることに注意する必要があります。地域によっては、本レポートの配布は法律もしくは規則によって禁じられております。本レポートは、
配布や発行、使用等をすることが法律に反したり、岡三証券に何らかの登録やライセンスの取得が要求される国や地域における国民や居住者に対する配布、使用等を目的
としたものではありません。

※本レポートは、岡三証券が発行するものです。本レポートの著作権は岡三証券に帰属し、その目的いかんを問わず無断で本レポートを複写、複製、配布することを禁じます
。

（2023年12月改定）
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